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厚生労働大臣 加藤 勝信 様 
精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会 御中 
 
「精神障害労災認定基準」の改定要求 (追加２)   

 
２０２３年３月１日 

                  働くもののいのちと健康を守る全国センター 
                   理事長  垰田 和史 

 
 働くもののいのちと健康を守る全国センターでは、昨年 12 月に精神障害労災認定基準の

全般的な見直しが専門検討会で開始されたことを受け、抜本的な精神障害の労災認定基準

の改定要求を提出した。その後、2022 年９月に第６回までの検討内容を踏まえ追加の意見

を提出した。検討会は１月 31 日に第 11 回が開催されており、まとめの作業に入っていく

段階かと思われる。報告書作成に向けて再度、以下のとおり意見を提出する。 
 
（１） 第 10 回検討会の論点２－４「療養・治癒及び再発」について 
  ◆国から(特に労災保険の運用の留意点として)、「療養期間の目安」を示すことに反対 
   する。 

 第 10 回の専門検討会では論点として上記の点を示し、検討を行っている。また、論点に

ついての事務局の説明として「社会復帰の促進のための論点の詳細として、(略)医療機関と

の連携を図って長期療養者の社会復帰に取り組む必要がある。また、療養期間の目安につい

ては、右の医学的知見のところにある教科書や診断ガイドラインの規定を基にした目安を

示すことができないか。また、職場復帰が可能とならない場合も含めて、産業医の先生方の

ご意見をふまえて、療養開始から 1 年６か月から３カ年当たりが経過した時点で医学的判

断を求めていく必要があるのではないか。更には職場復帰支援に関する制度や、療養期間の

４．療養、治ゆ及び再発 （第 10 回専門検討会資料より） 
 （１）被災労働者の社会復帰に資するため、精神障害の療養等についてどのような事

項を示すことができるか。 
・療養や治ゆ(症状固定)に関する考え方について、より主治医等の理解を深めるため

に、どのような事項を示すことが必要か。 
・被災労働者の社会復帰の促進の観点から、長期療養者の増加は大きな課題であり、療

養を継続しながら就労することが可能と医師が認める者については、社会復帰を推進

する体制整備が必要ではないか。 
 あわせて、療養期間の目安について、あらかじめ被災労働者や主治医に示しておくこ

とは、被災労働者等が療養の見通しを立て、円滑な社会復帰を促進するために重要では

ないか。 
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目安、労災保険制度以外の様々な支援制度を含めて適切な情報提供を行うことなどによっ

て、被災者労働者の方や主治医のご理解を深めていく必要があるのではないか」としている。

また、資料として「精神障害の長期療養者数」「長期療養者数のうち精神障害の割合の推移」

「令和 2 年度の長期療養者の状況」「精神障害のアフターケア実施状況（額）」が示された。

3 年以上の長期療養者が 2015 年の 739 人から 2020 年は 1337 人(1.8 倍)となっていること

が報告された。 
 
＜意見＞ 
・精神障害による新規の労災認定数は、ここ数年 1500人から 1900人前後で推移している。

長期療養者の増加はそもそも精神障害の労災申請、認定された人の増加が源であり、そのこ

とをもって、「療養期間の目安」を示して、「職場復帰」を促す理由とはならない。 
・職場復帰について、症状固定→労災打ち切り→アフターケアを経ての道筋が示されている

が、事業所の義務とされているわけではなく成功しない場合も多い。その場合、打ち切りと

同時に経済的困窮に陥る被災者が多く慎重に扱われるべきである。 
・また、検討会で示された「医学的知見」として示された「アンケート調査」は回収率が低

く精神科医全体を反映しているか疑問が残る。また、扱いが先延ばしとなった「ICD＝11」
では病態像が変わっている疾患もある。 
・私たちの地方センターなどで相談を受けている人のなかにも、５～10 年かかってやっと

職場復帰にこぎつけた事例もある。また、ストレス性疾患においても近年長引きやすい傾向

があるのではないか。第 10 回検討会でも委員から「・・・一部には治療が非常に長期化す

る場合もあるので、それはきちんと補償していかなければならなく(略)高度な判断が慎重に

なされていくべきではないか」との意見もだされている。 
・上肢障害においては、過去にだされた基発 59 号(昭和 50 年２月)「キーパンチャー等の上

肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準」で「療養期間について上肢障害は 3 か月程度

で症状が軽快すると考えられ、手術が施行された場合でも一般的に６か月程度で治癒する」

と定義された。この通達をうけて労災認定患者だけでなくいわゆる企業内認定患者にまで

「３か月たっても治らないのは頸肩腕障害ではなく他の病気=私病又は詐病ではないか」と

の嫌がらせが横行し、退職を余儀なくされる人もでた。その後、被災者の療養実態を具体的

に示した患者からの要請などが相次ぎ「３か月で治る」ことを機械的にあてはめてはならな

いという通達が出されている。しかし、その後も第 375 通達(昭和 57 年)の「鍼灸治療は 12
か月」基発第 65 号（平成９年 2 月３日）「上肢作業に基づく疾病の業務場外の認定基準」

においても「療養期間について上司障害は３か月程度で症状が軽快すると考えられ、手術が

施行された場合でも一般的におおむね６か月程度の療養で治癒する」とされ、裁判になって

いる事案がある。 
・患者と主治医との信頼関係は治療の根幹となる。特に精神疾患の患者と主治医の関係にお

いては、行政が「目安」を示すことにより、その関係にくさびをうつことになりかねず、か
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えって精神疾患を難治性のものにする可能性を生む。 
・必要に応じて予後や治療計画を示すことは重要だが、そのことが行政から示されることは

療養者へのプレッシャーとなり、かえってマイナスになることが考えられる。職場復帰は主

治医との共同・協力、職場の環境整備で進められるものであり、労災保険の運用上の問題と

することに、労災保険の負担を減らそうとしているのではないかという意図を感じる。 
・あらためて、労災運用上のテーマとして検討会で扱い、報告書に「療養期間の目安」を示

すことには反対を表明する。 
 
（２）「精神障害の悪化」について 
 検討会では、現行「精神障害の悪化の場合については『特別な出来事』が認められる場合

のみ業務起因性を認めるとしているところ」を「基本的には現行の取扱いを維持しつつも、

これに加えて強い心理的負荷が認められる場合があることを、認定基準上明記することは

どうか」という提案が事務局からされた。この項目はかねてから私たちも基本要求の一つと

していた点である。相談事例の中でも発病後に「強」の負荷があり自死にいたるケースは多

くある。これまでのように「特別な出来事」という極めて「稀」な負荷要因が発病後になけ

れば認められないということはあまりにも理不尽なことである。 
これまでの検討会で、私たちが要求していた「被災者本人を基準に急性・慢性のストレス

を総合的に判断すること」「パワーハラスメントの判断は被災者本人の意見を第一義的に尊

重すること」についてはあまり根本的な改善がみられていない。 
少なくともこの「発病後の悪化」について、「『特別な出来事』」の存在によることを原則

として、当該業務による強い心理的負荷、悪化の態様、これまでに至る経過（悪化後の症状

やその程度、出来事と悪化の近接性、発病から悪化までの期間など）を十分に検討して、業

務による強い心理的負荷によって精神障害が自然経過を超えて著しく悪化したものと医学

的に判断されるときには、悪化した部分によって業務起因性を認めることとする」(事務局

の説明)をより明確に、「発病後の悪化」について「業務上」のストレスを、発症時と同じよ

うに調査・評価することを重ねて求める。 
「仕事と治療の両立」が推奨され、治療をしながら働く人はこれから増えていく。軽い精

神疾患を抱えながら、極端な長時間労働や「強姦」など「特別な出来事」以外の精神的負荷

が正当に評価されないようでは、労働者は安心して働くことができない。「発病後の悪化」

については、十分に被災労働者保護の立場で認定基準が改訂されるよう要請する。 
 
                                    以 上。 
 


